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１ 職員数の現状 

 ⑴ 職員数の推移 

   本市では、第二次行政改革大綱に基づき、平成１０年に第一次となる定員適正化計画

を定め、以降、六次にわたる計画により、最大で５５４人であった職員定数を３９４人

にし、定員の適正化を推進してきた。その結果、総職員数（休職者等の定数外職員を含

む。）は、平成７年度の最大５５５人から平成２５年度には３８１人まで減少したが、

その後増加し、令和２年度に４００人となった。 

 

 
【図１】人口、総職員数及び職員定数の推移（各年４月１日現在） 

 

 ⑵ 類似団体との比較 

  ア 人口１万人当たりの職員数との比較 

    類似団体とは、全ての区市町村を、人口及び産業構造（産業別就業人口の構成比）

を基準として設定された類型により分類したものである。 

本市は、①人口５万人以上１０万人未満、②第二次産業及び第三次産業の就業人口

が９０％未満かつ第三次産業の就業人口が５５％以上である一般市「Ⅱ－１」のグル

ープに区分され、全国では６９市、東京都内では狛江市が同じグループに属している。 

このグループに区分される全国６９市の人口１万人当たりの普通会計職員数を比

較すると、本市は４８．６６人で２番目に少ない職員数となっている。 

    なお、普通会計職員数とは、特別会計及び公営企業会計を除いた一般行政部門（議

会、総務、税務、民生、衛生、農林水産、商工及び土木）及び教育部門に属する職員

数の合計である。 
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【表１】類似団体の人口１万人当たりの普通会計職員数          （単位：人） 

団体名 
面積 

(R1.10.1) 

人口 

(H31.1.1) 

普通会計職員数 

（H31.4.1） 

人口１万人 

当たりの職員数 
順位 

埼 玉 県 和 光 市 11.04 82,785 384 46.39 1 

東京都武蔵村山市 15.32 72,546 353 48.66 2 

東 京 都 狛 江 市 6.39 82,481 409 49.59 3 

埼 玉 県 八 潮 市 18.02 90,876 501 55.13 4 

青 森 県 十 和 田 市 725.65 61,717 348 56.39 5 

沖 縄 県 豊 見 城 市 19.19 64,436 385 59.75 6 

埼 玉 県 蕨 市 5.11 75,261 459 60.99 7 

埼 玉 県 本 庄 市 89.69 78,297 492 62.84 8 

沖 縄 県 宜 野 湾 市 19.80 98,689 633 64.14 9 

山 形 県 天 童 市 113.01 62,073 401 64.60 10 

… … … … … … 

新 潟 県 佐 渡 市 855.67 55,333 886 160.12 69 

６ ９ 市 平 均 388.34 68,089 562 83.63  

 

  イ 部門別職員数との比較 

 本市の各部門の合計職員数は３５３人であり、類似団体平均値の単純値５２８人

との比較で１７５人、修正値４４９人との比較で９６人それぞれ下回っている。 

 また、各部門の職員数を類似団体平均値の修正値で比較すると、本市は民生部門で

平均値を５人上回っているものの、議会、総務、税務、衛生、農林水産、商工、土木

及び教育の各部門では平均値以下となっている。 

    なお、単純値とは職員が配置されていない部門を考慮することなく集計して、平均

値を算出したもので、修正値とは団体によって清掃業務を民間委託している場合や

消防業務を一部事務組合の所管としている場合など職員が配置されていない場合に、

各部門に実際に職員を配置している団体のみを対象にして平均値を算出したもので

ある。 

 

【表２】類似団体平均値との比較（平成３１年４月１日現在）       （単位：人） 

部 門 

区 分 
議会 総務 税務 民生 衛生 

農林

水産 
商工 土木 教育 合計 

武 蔵 村 山 市 6 99 34 75 28 3 8 44 56 353 

類似団体平均値

（ 単 純 値 ） 
6 131 34 121 45 36 18 51 86 528 

差 0 ▲32 0 ▲46 ▲17 ▲33 ▲10 ▲7 ▲30 ▲175 

類似団体平均値

（ 修 正 値 ） 
6 124 34 70 44 31 19 51 70 449 

差 0 ▲25 0 5 ▲16 ▲28 ▲11 ▲7 ▲14 ▲96 
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 ⑶ 定員回帰指標に基づく試算値との比較 

   定員回帰指標とは、人口と面積のみを用いて平均的な職員数を試算する参考指標で

ある。 

   本市の一般会計行政部門職員数は２９７人、普通会計職員数は３５３人であり、一般

行政部門試算値３５４人との比較で５７人、普通会計試算値４９９人との比較で１４

６人それぞれ下回っている。 

 

 
【計算式】 

人口千人当たりの係数 × 人口（千人）＋ 面積 1㎢当たりの係数 × 面積 ＋ 一定値 ＝ 試算値 
 

【一般行政部門試算値】 

4.0×72.546＋0.22×15.32＋60＝354 人 ＞ 本市の一般行政部門職員数 297 人（▲57 人） 
 

【普通会計試算値】 

5.7×72.546＋0.33×15.32＋80＝499 人 ＞ 本市の普通会計職員数 353 人（▲146 人） 
 

※ それぞれ平成 31 年の数値を用いて計算 
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 ⑷ 東京都内２６市との比較 

   本市の職員一人当たりの人口は、１８４．６５人であり、東京都内２６市の平均  

１８１．５８人と比較すると、３．０７人上回っている。 

   また、本市の直近５年間の職員数の増減率は、２．６２％の増であり、東京都内２６

市の平均２．５８％の増と比較すると、若干高くなっている。 

 

【表３】東京都内２６市における職員一人当たりの人口        （単位：人） 

団体名 
人口 

（R2.1.1） 

総職員数 

（R2.4.1） 

職員一人 

当たりの人口 
順位 

八 王 子 市 562,480 2,880 195.31 6 

立 川 市 184,090 1,077 170.93 21 

武 蔵 野 市 146,871 948 154.93 24 

三 鷹 市 188,461 986 191.14 9 

青 梅 市 133,032 722 184.25 13 

府 中 市 260,262 1,322 196.87 4 

昭 島 市 113,397 640 177.18 17 

調 布 市 237,054 1,297 182.77 14 

町 田 市 428,821 2,313 185.40 11 

小 金 井 市 122,306 677 180.66 15 

小 平 市 194,869 954 204.27 2 

日 野 市 186,346 1,057 176.30 18 

東 村 山 市 151,255 786 192.44 8 

国 分 寺 市 125,170 647 193.46 7 

国 立 市 76,280 480 158.92 23 

福 生 市 57,617 392 146.98 26 

狛 江 市 83,257 448 185.84 10 

東 大 和 市 85,301 473 180.34 16 

清 瀬 市 74,636 447 166.97 22 

東 久 留 米 市 116,916 594 196.83 5 

武 蔵 村 山 市 72,382 392 184.65 12 

多 摩 市 148,823 849 175.29 20 

稲 城 市 91,540 429 213.38 1 

羽 村 市 55,354 376 147.22 25 

あ き る 野 市 80,667 460 175.36 19 

西 東 京 市 205,125 1,009 203.30 3 

２ ６ 市 平 均 160,858.15 871.35 181.58  

※職員数は、自治法派遣を除いた合計 
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【表４】東京都内２６市における平成２７年から令和２年までの職員数の推移 （単位：人、％） 

団体名 
平成 27

年度 

平成 28

年度 

平成 29

年度 

平成 30

年度 

平成 31

年度 

令和 2

年度 

職員数 

増減 

職員数 

増減率 
順位 

八 王 子 市 2,823 2,847 2,884 2,828 2,828 2,880 57 2.02 13 

立 川 市 1,075 1,054 1,060 1,059 1,071 1,077 2 0.19 8 

武 蔵 野 市 940 933 934 936 928 948 8 0.85 10 

三 鷹 市 986 1,000 987 987 989 986 0 0.00 7 

青 梅 市 1,481 1,459 1,491 1,487 1,480 1,504 23 1.55 12 

府 中 市 1,258 1,282 1,310 1,304 1,319 1,322 64 5.09 21 

昭 島 市 643 632 634 631 626 640 ▲3 ▲0.47 3 

調 布 市 1,257 1,258 1,268 1,277 1,277 1,297 40 3.18 18 

町 田 市 2,946 2,935 2,952 2,974 2,968 2,965 19 0.64 9 

小 金 井 市 671 692 692 687 677 677 6 0.89 11 

小 平 市 929 947 952 957 950 954 25 2.69 15 

日 野 市 1,348 1,374 1,389 1,380 1,405 1,449 101 7.49 25 

東 村 山 市 787 786 786 784 790 786 ▲1 ▲0.13 6 

国 分 寺 市 661 647 644 650 654 647 ▲14 ▲2.12 1 

国 立 市 454 462 474 484 477 480 26 5.73 22 

福 生 市 369 373 374 381 389 392 23 6.23 23 

狛 江 市 450 442 447 436 440 448 ▲2 ▲0.44 4 

東 大 和 市 474 475 476 476 471 473 ▲1 ▲0.21 5 

清 瀬 市 435 438 445 440 443 447 12 2.76 16 

東久留米市 598 594 600 602 591 594 ▲4 ▲0.67 2 

武蔵村山市 382 382 383 390 390 392 10 2.62 14 

多 摩 市 808 812 818 839 844 849 41 5.07 20 

稲 城 市 833 864 871 875 869 868 35 4.20 19 

羽 村 市 350 371 380 384 374 376 26 7.43 24 

あきる野市 420 422 431 436 438 460 40 9.52 26 

西 東 京 市 980 1,004 1,020 1,007 999 1,009 29 2.96 17 

２６市平均 936 941 950 949 949 958 21 2.58  

※ 各年４月１日現在 

※ 職員数は、自治法派遣を除いた合計 

※ 職員数増減及び職員数増減率は、平成２７年度と令和２年度の比較 
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 ⑸ 職員の年齢構成 

   令和２年４月１日現在の総職員数は４００人で、２０～５９歳の年齢で見ると、３０

～３４歳が最も多く、次に４５～４９歳が多い状況である。一方で、２０～２４歳が最

も少なく、次に４０～４４歳が少ない状況である。 

 

 

【図２】職員の年齢構成（令和２年４月１日現在） 

 

 ⑹ 定年退職者数の見込み 

   令和２年度から令和６年度までの定年退職者数は、一般事務職３７人、土木技術職２

人、保健師１人及び技能労務職４人の合計４４人の見込みである。 

 

【表５】職種別定年退職者数の見込み                  （単位：人） 
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 ⑺ 時間外勤務の状況 

   平成２７年度から平成３０年度までは減少傾向であったが、平成３１年度について

は、大きな人事異動、大規模な自然災害の発生等の影響により増加している。 

 

 

【図３】総職員数及び時間外勤務手当額の推移 
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２ 定員適正化の基本的な考え方 

⑴ 計画の位置付け 

本計画は、令和７年４月１日における目標定数を明確にし、その達成方針を明らかに

することで、令和３年度以降の定員管理の指針として位置付けられるものである。なお、

各年度の職員定数については、所定の手続を経て、別途、定めるものとする。 

また、本計画は、各年度の職員定数を決定する際の指針とするものであるが、本計画

の推進状況、行政需要の動向等を把握した上で、必要に応じ見直しを行うものとする。 

 

 ⑵ 基本方針 

  本市では、これまで定員適正化計画に基づき、民間活力の導入や組織機構の簡素合理

化などの手法により、職員数の削減に努めてきたが、第六次定員適正化計画では、人口

の増加等に伴い、平成２８年度に３８５人であった職員定数を令和２年度に３９４人

まで増加させることとした。その結果、令和２年４月１日現在の職員数は、多摩２６市

との比較ではほぼ平均的な職員数となった。また、時間外勤務時間数についても、前年

度は増加したものの削減が図られてきており、市全体の業務量に対する定数はおおむ

ね適正となったものと考えられる。 

このため、本計画における職員定数については現在の水準を維持していくことを基

本とし、定数の増減については通常の業務量の増減に対しては組織改正により、新たな

事務事業の実施による業務量の増加に対しては定数の増員により対応していくことと

する。 

 

 ⑶ 計画期間 

   計画期間は、令和３年度から令和７年度までの５年間とする。 

 

 ⑷ 対象 

   武蔵村山市職員定数条例の対象となる職員とする。 

 

 ⑸ 目標定数 

   目標定数（令和７年４月１日時点での職員定数）は、３９５人とする。 

 

 ⑹ 年度別職員定数 

   計画期間内における各年度の職員定数は、次のとおりとする。 
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【表６】部門・年度別職員定数（計画）                 （単位：人） 

 区 分  

部 門 

令和 3年度 

（R3.4.1） 

令和 4年度 

（R4.4.1） 

令和 5年度 

（R5.4.1） 

令和 6年度 

（R6.4.1） 

令和 7年度 

（R7.4.1） 

一般行政 
職員数 296 295 297 300 303 

増減  ▲1 2 3 3 

教育 
職員数 57 56 56 56 46 

増減  ▲1 0 0 ▲10 

公営企業

等会計 

職員数 38 38 38 38 38 

増減  0 0 0 0 

自治法 

派遣 

職員数 8 8 7 8 8 

増減  0 ▲1 1 0 

合計 
職員数 399 397 398 402 395 

増減  ▲2 1 4 ▲7 

定数外 
職員数 9 2 0 0 0 

増減  ▲7 ▲2 0 0 

総合計 
職員数 408 399 398 402 395 

増減  ▲9 0 4 ▲7 

 

【表７】（参考）職員定数条例における職員定数との比較         （単位：人） 

区分 

職員定数条

例における

職 員 定 数 

定員適正化計画における職員定数 

令和 3 

年度 

令和 4 

年度 

令和 5 

年度 

令和 6 

年度 

令和 7 

年度 

市長の事務部局の職

員 
345 331 330 331 335 338 

議会の事務局の職員 8 6 6 6 6 6 

教育委員会の事務局

及び教育機関の職員 
60 57 56 56 56 46 

選挙管理委員会の事

務局の職員 
3 3 3 3 3 3 

監査委員の事務局の

職員 
3 2 2 2 2 2 

農業委員会の事務局

の職員 
1 0 0 0 0 0 

合計 420 399 397 398 402 395 
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⑺ 職種別の定員管理方針 

 ア 一般事務職 

    人口の増加や指定管理者制度の導入等の状況を踏まえつつ、業務の必要性及び業

務量に応じ、補充する。また、有資格者（社会福祉士、精神保健福祉士等）を配置す

る必要性を適宜検討し、必要に応じ、採用する。 

 

  イ 建築・土木・電気技師 

    公共施設や社会基盤の老朽化に伴う更新時期を見据え、建築、土木及び電気技師に

ついては、職員の退職時には原則として補充する。 

    

  ウ 保健師・看護師 

    現在、福祉総務課、高齢福祉課、障害福祉課、健康推進課及び子ども子育て支援課

に保健師を配置している。今後、医療、健康、子育て分野における行政需要は増大す

ると考えられることから、行政需要の動向を踏まえながら必要に応じ、保健師を採用

する。 

    また、看護師については保険年金課に再任用職員を１人配置しているが、再任用任

期満了後は、看護師を配置する必要性が生じた際、採用の要否を検討する。 

 

  エ 管理栄養士・歯科衛生士 

    管理栄養士については、現在、子ども子育て支援課及び学校給食課に各１人配置し

ている。今後、小学校給食調理等業務の民間委託の推進状況により、新たな採用の要

否を検討する。 

    また、歯科衛生士については子ども子育て支援課に再任用職員を１人配置してい

るが、再任用任期満了に合わせて補充していく。 

 

 オ 技能労務職 

    技能労務職については、現場の実態を精査しながら業務の民間委託を積極的に検

討することを基本とし、原則として退職不補充とする。 

 

３ 定員適正化の取組 

 ⑴ 民間活力の活用 

   市が行っている事業を民間事業者が実施することにより、市民サービスの維持・向上

や経費の節減が図られる場合は、指定管理者制度の導入や民間委託の推進を図る。 

   また、市民との連携を強化し、市民協働のまちづくりを推進することで、経費の負担

軽減を図る。 

 

⑵ 多様な任用形態の活用 

   多くの職員が定年退職を迎える中、長年培った経験を生かし、知識技能の継承を図る

観点から、退職者を通常業務に従事する再任用職員として活用するとともに、退職者数
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の将来的な推移や年齢構成の平準化も考慮しながら計画的な定員管理を行う。また、専

門的な技術、資格等を必要とする業務については、引き続き会計年度任用職員を活用し、

繁忙期など臨時の業務については、臨時的会計年度任用職員の活用を図るなど適正な

人員配置を行っていく。 

 

⑶ 組織機構の見直し 

   少子高齢化、情報化の進展などによる社会経済情勢の目まぐるしい変化の中、新たな

行政課題や複雑化、多様化する市民ニーズに的確に対応するため、柔軟かつ合理的な組

織機構を構築するため、必要に応じて組織改正を行う。 

 

⑷ 事務事業の見直し 

  各種事務事業については、社会経済情勢の変化等を踏まえ、対応すべき行政需要の範

囲、事業の内容及び手法を行政評価や行政改革の観点から見直すとともに、ＡＩ・ＲＰ

Ａ等のＩＣＴの活用を推進し、事務の効率化・正確性の向上を図るなど定員管理の適正

化に取り組む。 

 

４ その他 

 〇 定年延長への対応 

   地方公務員の定年を６５歳まで段階的に引き上げる地方公務員法の改正について、

国において検討が進められている。現在のところ、この定年延長制度が開始された場合、

原則的に２年に一度は定年退職者が発生しないことになるが、将来にわたって市民サ

ービスを提供する体制を安定的に維持するには、計画的に職員採用を行う必要がある

ため、今後も国の動向を注視しながら適切に対応していく。 
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